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[報告 4]  

デフレ下の青果流通事業の実態 
金子春郎（合同会社西友商品本部生鮮食品部青果部ディレクター） 

昭和 36 年から平成 19 年までの中央卸売市場御取

扱実績（野菜）を見ると、最も金額実績が高かった

のは平成３年で 4,780 億円。ここを 100 として金

額・数量・㎏単価の変動を見てみると、単価にはほ

とんど変動はないが、数量では 86％、金額では

70％にまで低下してきている。果物も同様の傾向に

ある。 

量販店が商品に価格をつけるときは市況を基にし

ているが、買いやすい売価を設定にするために容量

を調整して売価ラインを下げることも通常パターン

である。西友の 2008 年 1 月から 2010 年 4 月までの

販売数量・単価の推移を見てみると、平均単価はず

っと下降傾向が続き、現在では 100 円を切っている。

しかしその一方で、数量は上がっていることがわか

る。 

もちろん安ければいいということではないし、安

心安全や品質は欠かせない事項だが、デフレ状況で

はやはりきちんとそれに対応した価格戦略が必要だ。

安ければ販売数量が拡大し、結果として産地にとっ

ても量的な拡大となり、ひいては自給率の向上に結

びつく可能性があると考える。 

ただ、デフレ下で消費者が安さだけを求めている

かといえば、反面、直売コーナーの野菜は、少し価

格は高めでも売れている。低単価商品を設置する一

方で、鮮度・安心安全・生産者の顔が見えるような

売り場も展開する。消費者の選択枠を広げることが

大切だ。そういう点では、産地にとって地元の企業

や 50～100kg 圏内の量販店との連携の可能性はまだ

まだあると考えている。 

 

産地の方々に知ってもらいたいのは、自分たちが

生産している農産物が現場でどのように売られ、ど

ういう人が買って、どのくらいの量を週にどのくら

い食べているかといった現状だ。量販店では、それ

らを把握するために、いろいろな

アンケート調査を実施している。

私たちは、今年 1 月にもインター

ネットを通じて主婦を対象にアン

ケートを行っているが、それでわ

かったことは、①購入頻度は「週に２～３回」が最

も多く、「毎日」と合わせると８割以上を占める 

②購入の際に重視しているのは、「価格」93.5％、

「鮮度」90.5％、以下、「生産地」64.1％、「旬」

57.0％（重複回答） ③価格については、「非常に

シビアになった」「ややシビアになった」で半数を

占める。安さを求めていくつかの店舗を買いまわる

人も 4 割にのぼる ④今よりもっと安く変えたら助

かる野菜・果物は何かという質問では、トマト、玉

ねぎ、ホウレンソウ、キャベツ、イチゴなどが挙げ

られている。 

産地はこういった現状を把握したうえで、今後、

それに対してどのように事業を展開していくかを明

確にしてもらいたい。 

 

私は西友の青果部門に携わって 30 年。これだけ

長く全国の産地と携わっていると、もちろん会社と

して利益を出すことは重要だが、もう一方でやはり

日本の農業をなんとかしたいという思いも強い。量

販店のバイヤーの中にはそんな思いを持つ人もいる

のだから、産地はもっと積極的に営業に取り組んで

ほしいと思う。たとえば、アメリカのブロッコリー

生産者は、毎年、日本へセールスにやってくる。日

本国内であれば飛行機に 1 時間も乗れば大概のとこ

ろへ行けるのだから、ＪＡの方々には積極的に生産

者の思いを代表する営業マンとしてセールスをして

いただきたい。 


